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行 う 。 こ こ で , わ れ わ れ が , こ れ ら の 4 部 門 と
り あ げ た の は (2 ) , 次 節 で 示 さ れ る よ う に , 東







と サ ー ビス業を担当した。
II. 生産額








に対して,第3次産業のウ ェ イ ト は , 第 l 次 産
業のウェイトの減少分を吸収する形で增大して
い る こ と が ゎ か る  (第1表参照)。
* 昭和59年10月31日提出





第 1 表  東 北 の 産 業 別 生 産 額  _
(単位:100万円, % ) (  ) は 全 国
x 生 産 額 構 成 比 年平均仲び率 対全国比 立地係数45年 50年 55年 45年 50年 55年 55/50 55/45 45年 50年 55年 45年 50年 55年

















l7.46 l7.74 16.00 3.26 2.89 2.54
第2次産業
4,047,l48











4.04 4.84 5.27 0.76 0.79 0.84
第3次産業
3.507.533














(325.533.988) ( 5言a:;雜 ;1l11 ) l00.00(100.00) 100.00(100.00) l00.00( l00.00) ( ia: 言9 ) l4.62( l2 .76) 5.35 6.l4 6.30 1.00 l .00 1.00
第 2 表  東 北 の 主 要 6 部 門 の 生 産 額  (単位:l00万円, % ) (  ) は 全 国
























l 5 . l2
(15.05)
l 0 . l5
(8.78)
12.33
( l 0 . 54 )













































6.33 7.48 6.77 l . l 8 l.22 1.08
サ ー ビ ス 業
l. 192,036
( l 7 , 34 l. 080)
2,868,406
(40,524,311) ( 7a義1t'選3) 13.55( l0 .54) l4.36(12, 45) (1ii事 ) ( 1i; i3 ) l6.64( l 6 .47 ) 6.87 7.08 6.97 l, 29 1.15 l . 11
次に部門別に生産額構成比をみると,昭和45
年,50年,55年とも農林水産業,軽工業(3), 建




%, サ ー ビス業13.6%,建設業l1.7%,商業8.
2 % , 金 融・ 保険・不動産業7.8%の順であった
のに対して,昭和55年には,サー ピス業l6.l% ,




























16兆1ll8億円(生産額構成比3.0% ) で あ っ た
から,同年の東北の農林水産業の対全国比はl6.














l3) ここでは, 食料品, 製系・紡絞, 織物, 観維既製品・ 身表国品, 製材・ 木製品・ 家具, パルプ・紙, 印
刷 ・ 出 版 , 皮 革・皮革製品,ゴム製品,無業・土石製品,「その他の製造業」 の11部門を一括して,「軽
工業」 部門としている。
4 1 立地係数 =
である。 従つて, 立地係数は東北の農林水産業の生産額構成比が全国のそれと同じであるときは1, ま
た東北の構成比が全国より高いときは1より大となる。
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り , さ ら に , 建 設 業 , 商 業 , 金 融・ 保険・不動
産業の生産額よりも低いものとなった。昭和45
年の東北の農林水産業生産額の対全国比は前述















の名目年平均成長率は7.58% ,  また全国のそれ
は8.52%であり,  東北の全産業平均の名目年平










構成比はl0%を割り込み, 9.6% と な っ た で あ
ろ う  (第3表参照)。
また昭和50年から5年間の東北の展林水産業






















第 3 表  東北の島林水産業の低想成長率と生産額構成比(その l )、農林水産業の名目年平均成長率(S55/S45)7.58%(東北) 8.52%(全国) 10.3%(九州)
全産薬平均の






第 4 表  東北の最林水重業の仮想成長率と生産額構成比(その2)、展林水産業の名日年平均成長率(S55/S50)2.20%(東北) 4.32%(全国) 6.60%
全産業平均の
名 目 年 平 均
成 長 率























































































成比8.0 % ) は , 一般に東北の代表的産業と考
えられている農林水産業の生産額2兆5780億円
(構成比7.5% ) を 上 回 つ て い る , ま た 土 木 部
門のそれは2兆3531億円(構成比6. 8% ) で あ
り, 農林水産業とほぼ同じ規模の生産活動を行
つ て い る o
全国との比較でみると, 東北の全産業の生産
額の対全国比が6.3%であるのに対して ( 第 1
表をみよ),建設業のそれは9.2%(建築部門8.


















要因となったのである。 このことは,  土木部門

















の全産業の年平均伸び率は,全国l2.8 %, 東 北





























(8) こうした考え方は, 建設省計画局調査統計課 「建設経済の構造とその経済効果にっいて ( II )」 (建設
統計月観 1983年11月号40ベー ジ) においても指摘されている。
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うに46.3%と な る 。  これは東北の全産業平均の
中間投入率50.4%より若干低いが, 昭和45年の
東北の農林水産業の中間投入率は32. 8% ,  昭和
50年のそれは34.6%であったから, 昭和50年か
らの5年間に中間投入率はl1.7ポイントも高く
第 5 表 東北の中間投入率と組付加価値率
( )は全国_ 中 間 投 入 率 組付加価値率
















































第 6 表  東北の項目別組付加価値構成比 ( )は全国
:;、、、、?: 展林水産業 軽 工 業 建 設 業 サ ー ビス業 全産業平均建築 土木
家 計 外 消 費
雇 用 者 所 得































































































す る こ と に な っ た (9)。東北,全国とも農林水産
業の中間投入率の上昇の背景には, この部門で
の機械化の進展, 化学肥料に依存する農業やい

















それぞれ2.20%, マイナス1.75%となり,  両者



















































り , 逆 に 低 い の は , 製 糸・ 紡績l4.4%である。




では,雇用者所得50.4% (全国52.3% ) , 間 接
税20.5% (同15.0% ),営業余剩17.5% (同l7.
3 % ),資本減耗引当11. 7 % ( 同 l l.6 % ) , 家 計
外消費支出5.5% (同5.7% ) であった。 東北の
産業平均と比較してみると, 雇用者所得が17. 4
% も高いこと, 営業余剰がl0%近く低いこと,
























平均成長率は18.6 % (建築17.2%,土木20.4% )
であった。 これが東北の全産業の組付加価値に
a0 中間投入率の変化は, 本節の初めに述べた4つの要因が総合して起こるものと考えられるが, こ こ で
は第4の要因のみにっいて考察すると, 昭和45年を100とすると建設材料卸売物価指数および建設労務
賀金指数は, 昭和55年には, それぞれ217.3と337.lに上昇しており(建設省計画局調査統計課 「前掲ll1l
(p .40)」 ) ,両者の相対価格は昭和45年をl: lとすると,昭和55年には1:1.529へと変化しているこ
と が わ か る 。 こ の こ と が ,  建築の中間投入率に対して何らかの影響を及ぼしたことは, 疑いのなぃ事実
で あ ろ う 。
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占める割含は12. 6%  (建築6.5% ,  土木6.1 % )
であった。 この値は建設業の生産額構成比14.8





























北のサー ビス業の生産額構成比(16. l% )より
も高い値を, また後者は生産額の対全国比 (7.
0 % ) とほぽ同一の値を示している。
昭和55年の東北のサー ピス業の中間投入率は
39. l% (全国は40.9% )であり,東北の産業平
均の中間投入率50.4% (同54. l % ) よ り も , 大
幅に低い。また,付加価値率が60.9 % (同59.1
% ) となっており, 東北の産業平均の付加価値
率49.6% (同45. 9% ) よ り も , 1 0%以上高い。
次 に , サ ー ビス業の粗付加価値額内の構成比
を項日別にみると, 東北では, 雇用者所得68.3
% (全国は65.7% ),営業余剰15.3% (同17.0
% ),資本減耗引当9.7% (同9.7% ),間接税4.
2 % (同4.8% ), 家計外消費支出2.9% (同3.1
% ) で あ る 。東北の産業平均では,雇用者所得











77.l% ) ,輪入が1兆7368億円(同3.9% ) , 移







第 7 表  総 供 i合 ・ 総 用 要













































































































































































































































































と ,  中間需要の合計額(産業部門によって需要
される額の合計)がl7兆3363億円(構成比38.8
% )で,最終需要の合計額が27兆3370億円(同












それぞれ4.2%,3.3%高 く , ま た , 輸 出 の そ れ




















移入が5.0 % (同17.7% ), 輸入が10.8% (同l6.
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次に総需要額にっいてその構成をみると,中
間需要が55.9% (全国は64.9% ) と最も多く,
次いで移出34.8% (同17.7% ) , (家計外および
家計の)消費10.3% (同17.5% ),総固定資本
形成0.8% (同0.7% ) ,輸出0.4% (同0.3% ),
在庫純增42.2% (同1.2% ) の 順 と な っ て お り ,
東北は全国よりも,中間需要で9ポイント,消



















言 つても過言ではあるまい。)  ゎれわれは, こ
の点をI [節(1 )で挙げた2つの農林水産業の
特微に加えて,その第3番目の特徴としてとら
え て い る。 しかし,東北の農林水産業の移出額
が東北の全産業の移出額に占める割合15. 2%
































では, 23.8%→25.6%となっており,  そのウ ェ
イトは高まっている(第l0表参照)。
- l 4 -
li,
第 9 表  用和55年の東北の最林水産業の需要構造










































































対 全 国 比(% ) l0.73 15.66 6.2l 7.34 13.33 23.09 15.78 24.47 12.46




最 終 需 要
中間需要
家計外
消 費 家計消費 政府消費 消費計
固定資本
形 成 在庫純增 投資計 輸 出 移 出
最 終 需 要 計 計
需 要 額
構 成 比( % )
昭和45年







































家 計 消 要t 支 出 移 出 最 終 需 要 計
計
食 科 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 同 製 品
ゴ ム 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品













































パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 同 製 品
,「 ム 製 品
素 業 ・ 土 石 製 品

















































みたのが第l l表である。 これによれば,  家計




















億円(対全国比8.5% ) で あ っ た か ら , 同 年 の
東北の建設業の総固定資本形式4兆7945億円
(対全国比9.4% )は,東北の総国定資本形成























こ と に よ り ,  東北の土木の総固定資本形成は昭
和45年から昭和55年にかけてのl0年間に年平均
20. 5%で伸び,その規模を6.5倍とした。 こ の
こ と に よ り ,  東北の土木の総固定資本形成が東
北のすべての総国定資本形成に占める割合は,
12.3ポイントも上昇し,36.3%と な り , ま た ,








Cl21 四捨五入しているため, 中間需要額と最終器要額の合計が, 総需要額と一致しない。
a3l 第8表で示されているように, 昭和55年の東北の最終需要の対全国比は, 7.0 %である。


























億円などとなっており, サ ー ビスに対する中間
需要額の合計はl兆4785億円である。そして東





こ う し た サ ー ビス経済化の傾向は,サー ビス
業をやや広義に解釈して,商業,金融・ 保険・










み る と , そ れ ぞ れ , 4 4.4 %. l 6. 2 %. 7.4 %で

























るが, こ れ も , サー ビス化を別の面から要付け










(1) X十 M十 N=AX 十 F 十 E 十 U
または
l2) X= A X 十 F 十E 十 U-M - N









(3) F= F I 十 F a 十Ftn 十 FN 十FV
である。
ここで輸入係数miおよび移入係数n,を
ai日mi/ (;j tl ilt i 十f二 )
ili B ni/ ( j主lai 角 十 f )
と定義し,これらを対角要素とする対角行列を
それぞれ M , Nとすれば,輸入ぺクトルおよ
び移入べクトルを
(4) M =M( A X 十 F)
(5) N=n( A X 十 F)
と書き直すことができる 。
( 4 ) ( 5 ) 式 を ( 2 ) 式 に 代 入 し て , 整 理
すれば
(6) X = [I- ( .1「一M- N)A]-1x
[ (I- M-?)F 十 E 十ll




は域内自給率を, ま た (1-M-N)Fは域内
最終需要のうち域内から供給される最終需要を
示している。
逆 行 列 [.1「一(I-M- N)A]- l お よ び 対 角
- l g -
行列 (I- M- N)が安定的で, 所与されると
き に は , ( 6 ) 式 で 示 さ れ た よ う に , 各 産 業 部
門の生産額Xは, 域内最終需要Fと域外最終需
要 ( 輪 出Eおよび移出U)の大きさに依存して決
定されることになる。換言すれば,生産額Xは,






( = 1i (fl l 十 f・a 十fm))13兆200l億円によ1
る主産誘発額が14兆5329億円で, 全生産誘発額
の42.2 %占めa4), 次 い で 移 出 ( = 1通lui)7兆231
憶円による誘発額がl0兆6547億円(生産誘発依
存度30.9 % ) で あ り , さ ら に 域 内 総 固 定 資 本 形
成 ( = 室f -N ) 6兆4794億円によるものが8兆
3118億円(同24. l % ) , 輪 出 ( =,差,m,)5983億
円によるものが9045億円(同2.6 % ) の 順 と な




国 よ り も ,  消費や総固定資本形成の依存度が高
く,輪出の依存度は極端に低い。






国 平 均 の こ の 値 ( l. 395) にはまだ及ばない。
この係数値を最終需要項目別にみると, 移出










農林水産業に対する消費需要( = f i ' 十fi n +




生産誘発額)の5.4% を占めている 。 ま た こ れ
らの生産誘発係数は,消費が1.075,移出が
1. 423であり,前者の値は,東北の消費支出(=
,?,(f,I 十f,n 十 f i直'、1 の生産誘発係数l . l 0 l よ
りもやや小さく,また後者の値も,東北の移出





1意円 ) , 金 融・ 保険 ・不動産業と商業(それぞ
04) この比率を生産話発依存度とよぶこ とにする。














展 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 ガ ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 鐵 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銑 鉄 ・ 組 招
鉄 鍋 圧 延 製 品
鋳 銀 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
その他の輸送機械
結 密 機 械




ガ ス ・ 水 適
商 業
金融・保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
連 輪(含 倉 庫)



































































































































































































































































計 3,376.1 1・0 15,l82.2 4.4 18,558.3 5.4
生 産 話 発 係 数 l.0748 l.4227 1.3436









4% ,  移出による依存度46.4% ) と化学肥料の










値 は , 低 位 ( 下 か ら 8 番 目 ) に 位 置 し て い る。
他方, 東北の農林水産業の生産額2兆5780億
円のうち,7641億円(29.6%)が東北の全産業
に対する消費需要( = ,量,(f,l 十 f,'' 十f」n ) )
によって,  生産を誘発されたものである (17)。
われゎれの計測によれば, 農林水産業に対する
消費需要(=fi, I 十fin 十 f1m)は自部門に2672
億円(10.4%)の生産を誘発しているから,4969






















計消費が2兆2021億円 (全体の23.0% ), 移出
が2兆127億円(同25.6% ) ,さらに家計外消費
が849億円(同l.l% )を占めている。そして軽
工業11部門の中で, 最もウ ェ イトが大きいのは
lll1l 第3種の影響力係数は, 自部門への直接・ 間接効果を除いて他部門への間接効果のみを測定するもの
である。
all 通商産業省 「前掲1l!i」 (pp.228̃235 )による。
tl lll 農林水産業生産額の25.0%は, 食料品部門の最終需要によって生産を誘発されているから, 展林水産







生 産 誘 発






農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 ガ ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル ・ プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 度 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 降 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 観 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銑 鉄 ・ 組 鋼
鉄 蹈 圧 延 製 品
鋳 銀 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輸 送 機 械
構 密 機 械




ガ ス ・ 水 道
商 業
金融・保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
迎 輪 ( 含 倉 1llS )











































































































































































































































の8.6%に あ た る 。 これを部門別にみると,食
料品部門自らに対する生産誘発が圧倒的に大き
く ( l 兆 8 3 l 3 億 円 ) , 続 い て J疑林水産(6458億
円 ) , サ ー ビス(973億円),金融・ 保険・不動
産(588億円)といった順で続いている。 こ れ
を生産誘発依存度でみると, 食料品部門84.6%
(家計消費によるもの45.9% ,  移出によるもの
37.6%, 家計外消費によるもの1.1% ), 展林水
産部門25.0% (それぞれ,13.6% , 1 1 . l% , 0.
3% ) ,化学肥料13.2% (それぞれ,7.7%, 5 . 3











%を占めている (2o l。 また土木部門の総固定資
本形成2兆353l億円による生産誘発額は3兆
5046億円であり, 東北の全産業部門の生産額の
















例 東北のすべての総固定資本形成による生産誘発額8兆3118億円の推計は, 通商産業省 「前掲 :ai」 ( p




に よ る 生 産
l1l本形成












農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 ガ ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品
製 系 ・ 紡 裁
織 物
纖維既製品・身担品
製材・木 製 品・家 具
パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 観 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銃 鉄 ・ 組 鋼
鉄 鍋 圧 延 製 品
鋳 銀 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輪 送 機 械
補 密 機 械




ガ ス ・ 水 道
商 業
金融・ 保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
連 輪 ( 含 倉 庫 )



































































































































































































































































計 37,284.2 10.8 35,046.0 10.2 72,330.2 2l .0




















(89.4 % ) ,金属製品(32.8 % ) , 製 材・木製品







( l00.0% ) , 窯 業・土石製品(36.6% ) , 石 炭
製品(28.0% ) , 石 炭・ 原油・ 天然ガス以外の
鉱 業 ( 2 7 . 0 % ) , 石 炭 ( 2 1 . 0 % ) な ど で あ る 。


























(4) サ ー ビス業
さきの第l2表のサー ピス業に対する最終需要
の う ち , 家 計 部 門 の サ ー ビスに対する需要額2
兆5836憶円,政府のサー ビスに対する需要額
el1 設備投資等に関連する部門の輸移入率は, 例えば, 重電機器84.4%, 構密機械70.5%, 自動車を除く
輸送機械68.9 %, 一般機械62.1%, 自動車61.7%, 非鉄金属6l.6%, 金属製品61.3%などとなっている。
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第l6表 サ ー ビス業に対する最終開要による生職購発額
単位:100万円
生 産 誘 発







農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 が ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 纖 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銃 鉄 ・ 組 額
鉄 期 圧 延 製 品
鋳 銀 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輸 送 機 械
精 密 機 械




ガ ス ・ 水 道
商 業
金融・保険・不 動 産
サ - ビ ス
公 務
連 輸 ( 含 倉 庫 )
































































































































































































































の16.5%にあたる 。 部門別にみると,サー ビス
4兆4445億円,商業22l3億円,金融保険・不動
産1719億円,食料品l183億円,農林水産1l24億
円 , パ ル プ・ 紙960億円などが,誘発額が大き
い。しかし,それらの産業の家計のサーピス需
要による誘発額への依存度は,サー ピス47.5%
と 大 き い が , 商 業 , 金 融・ 保険・不動産,食料




































業生産額の6.3% ,  全国の食料品生産額のl3.3












































よ う な 操 作 を し て 求 め た も の で あ る 。 こ こ で は , 読
者の便宜を考えて, これらの計算結果のみを華げて




( 6 ) 式 か ら ,,
( 7 ) M =MA〔I-(I-M - N)A〕一1 x
〔(1l -M- 10「)F 十 E十 U〕十.an;'
( 8 ) N=?A〔.I- (I-M- N)A〕一1x
〔(I-M- N)F 十 E 十 U〕十 N F
と し て 求 め る こ と が で き る 。 し か し こ の 値 を パ ソ コ
ン等を用いて実際に求めるとなると, 相当の困難を
伴 う こ と に な る で あ ろ う 。 こ こ で
〔I- (I-M - N)A〕〔.1「一(.I- M -N)A〕一1
= 1r
であることを利用して,この式を変形すると
(I-M -N)A〔I- (I-M-iO「 )A〕一l
= 〔 f - (.「一M- .PO「)A〕一1- .1「
またこの式の両辺に(I-M-N)-' を乗じると,,
A[.I- ( .f -M -N)A〕一1
= (I-M- N )- l〔 .1「一(I-M - lll)A〕一 l
- (.I-M - N)- 1
と な る 。 さらにこの式の両辺にMを乗じると,,
M A〔il - (1- M -N)A 〕一 l
=M(1「一M -?)-1〔」「一(I-M- N)A〕一 1
-M(1-M - N)- l
と な る 。Mと ( 」「一 M- N)-1はともに対角行列であ




=M*〔I- (I-M- N)A〕一1 -M*
と な る 。 こ れ を ( 7 ) 式 に 代 入 し ,  整 理 す る と
( 9 ) M=M*〔.I- (I- M- N)A〕一 l
x〔( .1l-M- N)F' 十 E十 U〕
-M* (E十 U)
となる。この式は, 一見 す る と , ( 7 ) 式 と 同 じ 位 に
複雑に見えるけれども,,
X = 〔I- (1-M - .10「)A〕一l
x [ (1-M - N)F 十 E 十ll




い こ と を 示 し て い る 。 し か も , こ の 式 は , 域 内 最 終
需要F'による輪入誘発額を求める際には, 生産誘発
額に輪入一生産比率を乗じるだけでよいことを示し
て い る か ら , そ の 計 算 は , ( 7 ) 式 の よ う に 投 入 行 列
A (東北地域産業関連表では43行 x 43列) を 乗 じ る
必要がない分だけ簡単に, またその分だけ格段に速
く 行 う こ と が で き る 。
なお,移入誘発額にっい て も , ( 9 ) 式 と 同 様 に し て
求めることができる。すなわち, N*を移入一生産
比率からなる対角行列とすれば,,
(10) N= N'*〔 .1「一(1-M- N)A〕一 1










消 費 に よ  る
組付加価値誘発額
移 出 に よ  る
組付加価値誘発額
計
農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 が ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 観 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ ::l11 石 製 品
銑 鉄 ・ 組 鋼
鉄 鋼 圧 延 製 品
鋳 鍛 造 晶
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
その他の輸送機械
結 密 機 械




ガ ス ・ 水 適
商 業
金融・保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
運 輸 ( 含 倉 庫 )






































































































































組付加価値誘発係数 0.5570 0. 7373 0.6963
第18表 食料品業に対する最終m要よる組付加価値勝発額
(単位:l00万円)
付 加 価 値 誘 発 額
家 計 消 1et 支 出 家 計 外 消 費 支 出 移 出
農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 が ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 繊 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銑 鉄 ・ 粗 期
鉄 鍋 圧 延 製 品
鋳 鍛 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
その他の輸送機械
結 密 機 械




ガ ス ・ 水 道
商 業
金融・保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
連 輪 ( 含 倉 庫 )










































































































































般 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 j ;f ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 準 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 観 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銃 鉄 ・ 程l 鋼
鉄 期 圧 延 製 品
鋳 i段 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品
-- 般 機 械
1lll1 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輸 送 機 械
結 密 機 械




:ti ス ・ 水 道
商 業
金融・保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
通 輸 ( 含 倉 庫 )









































































































































第20表 サ ー ビス業に対する最終m要による組付加価値購発額
(単位:100万円)
付 加 価 値 額l 発
家計消'費支出 政府消'lt 支出 家計外消 1llt支出 移 出
農 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 ガ ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 革 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 機 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
銑 鉄 ・ 組 鑽
鉄 鎖 圧 延 製 品
鋳 銀 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輸 送 機 械
構 密 機 械




ガ ス ・ 水 適
商 薬
金融・ 保険・不動産
サ - ピ ス
公 務
連 輪(含;合 1車)













































































































































































計 l,966,l04 7l7,572 328,22l 302,263
- 34 -
第2l表 農林水産業に対する最終蘭要による輪移入購発顧 (単位:億円)
消装tに よ る 1話 移入誘発額 移出による轄 移入誘発額
輪 移 入 誘 発
依 存 度
( % )
輪 移 入 講 発
依 存 度
( % )
輸 移 入 総 発
依 存 度
( % )
展 林 ・ 水 産
石 炭 ・ 亜 炭
原 油 ・ 天 然 ガ ス
そ の 他 の 鉱 業
食 料 品




パ ル プ ・ 紙
印 刷 ・ 出 版
皮 準 ・ 皮 革 製 品
ゴ ム 製 品
基 礎 化 学 製 品
石 油 化 学 製 品
化 学 纖 維 原 料
化 学 肥 料
最 終 化 学 製 品
石 油 製 品
石 炭 製 品
窯 業 ・ 土 石 製 品
読 鉄 ・ 組 鍋
鉄 期 圧 延 製 品
鋳 鍛 造 品
非 鉄 金 属
金 属 製 品
-- 般 機 械
重 電 機 器
軽 電 機 器
自 動 車
そ の 他 の 輸 送 機 械
構 密 機 械




ガ ス ・ 水 適
商 業
金融・ 保険・不動産
サ - ビ ス
公 務
連 論 ( 含 倉 庫 )


























































































































































































































































計 l391.7 l . 4 2803.3 2.7 4195.0
0.3037
4 . l
輸 移 入 誘 発 係 数 0.4430 0.2627
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